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研究成果の概要（和文）：中小企業は相対的に人材・資金・情報源等のリソースに乏しく，産学官連携への参入に対し
て障壁を感じていることが明らかになっている．こうした障壁を解消し，中小企業の産学官連携を促進するためには，
適切な支援制度の活用と支援機能の運用が求められる．本研究では中小企業を主な対象とした産学官連携支援制度を事
例とした．制度の利活用状況に地域間で差があることに注目し，これを産学官連携に関わる地域内の諸要素の影響によ
ると仮定し検証した．その結果，地域内の研究リソースの蓄積だけではなく，外部資金受け入れ体制の整備やファンデ
ィング機関による直接的なサポートが有用であることを示した．

研究成果の概要（英文）：Small and medium enterprises (SMEs) are important actors in cooperative research 
in the provinces. However, SMEs lack resources (e.g., human resources, know-how or informational 
sources). Furthermore, SMEs are facing some difficulties when they join in cooperative research with 
academia and the government. This research focuses on the regional differences in the utilization of a 
research fund that was provided for SMEs. The author believes variations in regional support resources 
and activities caused such differences. A correlation analysis and a multivariable linear analysis were 
used to examine factors of these differences. The results showed that the following factors influenced 
the utilization of research funds for SMEs.
1) Increasing the number of researchers in a region. 2) Improving the system for receiving external funds 
at regional support organization. 3) Support from the regional office of funding agencies.
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１．研究開始当初の背景 

著者は，地域の産学官連携活動においては

中小企業が主なプレーヤとなるため，支援人

材の重要性が相対的に高まることを指摘して

きた。さらに支援人材を制度内に組み入れた

中小企業向け支援制度の有効性についても検

討し，それらの検討を通して自治体別の中小

企業事業者数や研究開発を行う中小企業数の

ほかソーシャルキャピタル指数や TFP指数と

いった指数と「地域ニーズ即応型」の利活用

との間に相関関係が希薄であることを明らか

にした（前波 2014）。 

一方，地域の産学官連携を扱った先行研究

の多くは各地域内の特徴に言及しながら地域

とそこに立地する大学の研究活動を分析した

り，地域クラスター事業の内部分析や成果に

ついて検討を行ったりしたものが多く，地域

の支援機関や支援人材の役割を中心に扱った

ものは少ない。また先行研究で注目されるの

は，地域の経済活動に対して研究開発や産学

官連携がどの程度寄与したかに集中しており，

産学官連携支援施策の利用状況を含めた検討

は不十分である。当該支援施策がどのように

利用されたのか，もしくはされなかったのか，

その影響要因は何であったかを検討すること

で，支援施策そのものの有効性と制度利用を

促進もしくは阻害する要因とを切り分けて議

論することが可能となる。仮に制度に関する

情報の周知が不充分であったり，制度自体に

利用を阻害する何らかの原因があったりした

場合には制度の利用は進まない。また地域に

利用を阻害する要因がある場合にも，施策の

効果は低調になることが予想される。そして

それは「申請数が少ない」という形で顕在化

すると考えられる。以上のことから本研究は

支援制度の利用状況がどのような地域差を持

っているのか，そうした地域差が各地域の支

援機能差によって説明可能か否かに注目する。 

地域の産学官連携の主要なアクターのひと

つである中小企業が，自治体等によって設け

られている支援施策を充分に認知していない

ことを示唆する調査結果もある。例えば大阪

市が 2002年に実施した「製造業実態調査」で

は 9 つの支援施策について利用度と満足度を

調査している。施策の認知度をみると，資金

支援については 59.9％が知っていた一方で，

経営相談は 26.9％，技術相談は 23.6％と認知

度が低い。つまり中小企業は資金支援以外の

支援施策については充分に認知していないこ

とが分かる。一方，施策に対する評価から満

足度（「大変良い」と「ある程度良い」の合計）

をみると，資金支援は 41％，経営相談は 34.4％

に対して技術相談は 47.1％である。逆に不満

度（「やや悪い」と「非常に悪い」の合計）を

みてみると，資金支援が 8.7％，経営相談が

10.1％であるのに対して技術相談は 5.5％と低

い。このことから技術支援は認知度が比較的

低いものの，実際に利用した企業からは資金

支援や経営相談よりも評価されていると考え

られる。植田ら（2012）によれば「技術支援や

経営相談を利用している企業の多くは資金支

援を利用している一方，資金支援を利用して

いる企業のほとんどは技術支援や経営相談の

施策を利用していないどころか認知さえして

いない」という。実際，大阪市の調査結果をみ

ると資金支援を利用している企業のうち経営

相談や技術支援を知っていると回答した企業

の割合は 30％程度である。 

支援制度の効果を検討するに当たって制度

を利用しようと意図する者がどの程度いたの

かはこれまでほとんど問題にされてこなかっ

た。しかし産学官連携支援制度を利用して何

らかの社会的有用性のある成果を生み出そう

とする者の分布は地域の実用化研究のポテン

シャルを示すものであり，地域のイノベーシ

ョンにおいて重要な指標であると考えられる。

したがって予算投入額や採択件数，採択され

たプロジェクトの成果に加えて制度への申請

数に注目する意義がある。申請数は制度を利

用する意図を持った事業者を反映する数値だ



 

 

からである。 

さらに地域間で申請数に差があるとすれば

その影響要因が何であるかも重要な論点とな

る。「選択と集中」の観点から産業や研究機関

の集積度が高い地域にさらに研究資源を投下

するべきという議論はあり得る。例えば中小

企業向けの産学官連携支援制度であれば，中

小企業が多く立地する地域に優先的に配分し，

研究機関との連携を促進するのが効果的であ

るとも考えられる。しかし支援制度の利用は

産業や研究資源の集積度に比例するのであろ

うか。産学官連携に関わる実務者の間では，

地域間で支援機関や支援人材のアクティビテ

ィに差があることが印象として語られてきた

が，地域の支援機能の差が支援制度に与える

影響は検討に値する。 

 

２．研究の目的 

本研究では JST の「地域イノベーション創

出総合支援事業」および「研究成果最適展開

支援プログラム（A-STEP）」を事例として，地

域における支援機能の分析を行った。 

 

当初の目標 

• 産学官連携支援人材については過

去の任意の時点における全国規模

の分布を示すデータが存在しない

ため，過去の施策に対する支援人材

の寄与を測定することが困難とな

っている。本研究では JSTと協力し

て産学連携支援人材の地域別・年別

のデータベースを構築する。 

• 産学官連携の支援機能を定量的に

表現する変数を選定するうえで複

数の支援制度を検討する必要があ

る。本研究では「地域イノベーショ

ン創出総合支援事業」および「研究

成果最適展開支援プログラム（A-

STEP）」を事例として調査分析を行

い，産学官連携支援機能を定量的に

表現する指標（変数）を開発する。 

• 開発した指標をもとに地域の産学

官連携支援に有効な支援制度や，制

度内における支援人材の機能につ

いて検討を行う。 

 

	 地方における産学官連携の「産」を担うの

は多くの場合，中小企業である。一方，「中小

企業白書」等からも明らかであるように中小

企業は産学官連携の初期段階で障壁を感じて

おり，支援制度を設けるだけでなく制度の利

活用を推進する取り組みの必要性が示唆され

ている。地方においては支援人材を含めた最

適な支援機能によって制度の利活用を高める

ことが有効であると考えられる。これまで支

援人材の機能や当事者間の「人脈」，「信頼関

係」などが連携を成功させる重要な要素とし

て語られてきたものの，こうした要素は定量

的に扱うことが困難で実証的な検討は不充分

であった。本研究によって制度の利活用に寄

与する要因が定量的に特定されれば，地域の

支援システムを構築するうえでも重要な指針

をもたらすと思われる。 

 

３．研究の方法 

	 支援人材の影響を定量するためには全国規

模での分布を知る必要がある。JST が運営す

る「産学官連携支援データベース」には「産学

官連携従事者」のデータベースが含まれてお

り，2012 年 10 月 25 日現在で 1863 名が登録

されている。このデータベースは任意登録で

あるため厳密な精確性が担保されているわけ

ではないものの，全国規模での分布を知るう

えで貴重な資料である。同様に文部科学省が

実施する「全国コーディネート活動ネットワ

ーク」でも支援人材の登録データベースを運

用している。ただし，これらのデータベース

は共に最新の情報のみを公開しており過去の

任意の時点における支援人材の分布状況を知

ることはできない。そこで当初の目標に沿っ



 

 

て過去の情報を含めたデータベースの構築を

試みた。しかしながらその後の調査で JST の

サーバには過去のログが保存されておらず実

現不可能であることが明らかになった。そこ

で 2012 年以降定期的に都道府県別の支援人

材登録状況を独自にアーカイブすることとし

た。  

	 選定した変数群を用いて実際の支援制度の

分析を行った。具体的には JST の「地域イノ

ベーション創出総合支援事業」から「地域ニ

ーズ即応型」（予備調査済）と「シーズ発掘試

験」，さらに同じく JSTの「研究成果最適展開

支援プログラム（A-STEP）」から「探索タイプ」

を事例とした。「地域ニーズ即応型」は地域の

中小企業を対象とした産学官連携支援制度で

あり，「シーズ発掘試験」と「探索タイプ」は

共に支援人材が制度内に明確に位置付けられ

ている制度である。これらの制度を事例とし

て支援人材やその他の支援機能が産学官連携

活動にどのような影響を及ぼしているかを定

量的に分析した。 

	 上記に加えて，今後の研究の展開を踏まえ，

「地域ニーズ即応型」を対象に，採択された

プロジェクトがどのような地理的分布を示す

のかを検討するためにネットワーク分析を試

行した。 

 

４．研究成果 

	 先述の通り「産学連携従事者数」に関する

経時的なデータベースは存在せず，基礎デー

タも蓄積されていなかったことから，本研究

開始当初から独自に記録を開始した。「産学

連携従事者データベース」における 2012年

以降の従事者数の推移を都道府県別に示した

のが図１である。データベースの運用主体で

ある JSTは現在も本データベースのログの保

存を行っていないためこれらの記録は重要な

資料となると考えられる。今後も収集と分析

を継続する。 
複数の制度間の比較については，「シーズ発

掘試験（発掘型）」（2009年度）と翌年度から

制度が変更された「A-STEP（探索タイプ）」

（2010年度）について申請数を都道府県別で

比較した。その結果，制度間の申請数のばら

つきはほぼ同様の傾向があることが明らかに

なった。本研究ではこの地域差を都道府県別

の研究リソースや支援リソースによって説明

することを試みた。 

	 まず「シーズ発掘試験（発掘型）」の地域別
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申請数と申請に影響すると考えられる変数と

の相関係数を検討した。変数の設定に当たっ

ては産学連携実務者，研究者，ファンディン

グ機関の担当者に対するヒアリングを行った。

2009年度を対象に設定した変数群と「シーズ

発掘試験（発掘型）」への申請数との間には地

域の研究者数や支援組織などで正の相関がみ

られた。次に同様の変数を用いて「A-STEP（探

索タイプ）」の申請数（2010年度）との相関を

みてみると，概ね同様の傾向を示した。ただ

し大学教員数と中小企業数の相関がやや高く，

公設施設研究者数と JST 地域拠点の有無との

相関はやや低くなった。 

	 加えて各説明変数が申請数に及ぼす影響を

推定するため両制度について重回帰分析を行

った。まず「シーズ発掘試験（発掘型）」（2009

年度）について表 1 に示した 7 変数を用いて

ステップワイズ法（変数投入 p<.05，変数除去

p>.1）により，3つの説明変数による重回帰式

を得た。重回帰係数 Rは.860，R2は.740であ

った。各変数の記述統計量を表 1 に各変数の

重みを表 2に示した。同様に「A-STEP（探索

タイプ）」についても 2変数による重回帰式を

得た。重回帰係数 Rは.736，R2は.541であっ

た。各変数の記述統計量を表 3 に各変数の重

みを表 4に示した。 

	 これらの結果から共通の変数によって今回

対象とした 2 つのギャップファンドの利用状

況を一定程度説明可能であることを示した。

先に述べたようにこれらのファンドは支援人

材を介在させることを共通した特徴としてい

るが，重回帰分析からは支援人材数の影響も

示唆された1。 

	 「産学連携従事者数」と「JST地域拠点の有

無」が制度利用に影響を与えているとするこ

れらの結果は中小企業向け支援制度である

「地域ニーズ即応型」を対象とした先行調査

とも整合するものであり，小規模産学官連携

                                                   
1 産学官連携従事者数については 2012年以前の
データが利用できないため整合性に問題があるこ

支援制度に共通する影響要因であると推測さ

れる。特に「JSTの地域拠点の有無」は先行研

究を含め JST が実施した複数の支援制度で検

出されており，ファンディング機関の地域拠

点が特異な機能を持っていることが示唆され

た。これは別途実施したヒアリング調査によ

っても裏付けられており，今後の地域科学技

術施策を検討する上でも重要な知見である。 

 

表 1	 記述統計量（「シーズ発掘試験」） 

 

表 2	 説明変数の重み（「シーズ発掘試験」） 

 

 

表 3	 記述統計量（「A-STEP（探索タイプ）」） 

 

 

表 4	 説明変数の重み（「A-STEP（探索タイプ）」） 

 

  

とには注意が必要である。 



 

 

	 加えて「地域イノベーション創出総合支援

事業」のうち「地域ニーズ即応型」を対象とし

て試行的に実施したネットワーク分析からは，

連携が広域に及ぶ場合には大学や国立研究開

発機関が地域間を橋渡ししている可能性が示

唆された。これらの結果は広域連携に対する

実務的な示唆を含んでおり今後も検討を継続

する。 
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